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連 結 注 記 表
　

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1－1．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ８社
連結子会社の名称
ブロードメディア・テクノロジーズ㈱
㈱釣りビジョン
ブロードメディア・スタジオ㈱
ハリウッドチャンネル㈱
ブロードメディアGC㈱
ルネサンス・アカデミー㈱
デジタルシネマ倶楽部㈱
Oy Gamecluster Ltd.

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
ギガ・ブレーンズ㈱

クラリネット㈱

ブロードメディアeスポーツ㈱

連結の範囲から除いた理由
ギガ・ブレーンズ㈱、クラリネット㈱及びブロードメディアeスポーツ㈱

は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためです。
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1－2．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法適用の関連会社数 ２社
会社等の名称
ガラポン㈱
湖南快楽垂釣発展有限公司

(2) 持分法を適用しない非連結子会社の名称等
会社等の名称
ギガ・ブレーンズ㈱
クラリネット㈱
ブロードメディアeスポーツ㈱

持分法を適用していない理由
ギガ・ブレーンズ㈱、クラリネット㈱及びブロードメディアeスポーツ㈱

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か
らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないためです。

　

1－3．会計方針に関する事項
(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法
　 満期保有目的の債券
　 償却原価法（定額法）を採用しております。
　 その他有価証券
　 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
なお、評価差額は、全部純資産直入法によって処理し、売却原価

は、移動平均法によって算定しております。
　 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
　 ② デリバティブの評価基準及び評価方法
　 時価法を採用しております。
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　 ③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　 商品及び製品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　 仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
　 原材料及び貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　 番組勘定
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。
(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
　 ③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。
(3) 引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
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(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及
び負債は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
　 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジ
について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を行っており
ます。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。
ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建仕入債務

　 ③ ヘッジ方針
主に当社の内規である為替リスク管理規程に基づき、為替変動リスク

をヘッジしております。
　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象に関する重要な条件
等が一致しており、かつキャッシュ・フローが固定されているため、ヘ
ッジの有効性評価を省略しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却につきましては、効果の発現する期間を合理的に見積も

り、当該期間にわたり均等償却しております。
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(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
　 ② 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
当社及び一部国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」

（2020年法律第８号）において創設されたグループ通算制度への移行及び
グループ通算制度への移行に合わせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税
効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31
日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第28号 2020年２月16日）第44項の定めを適用せ
ず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定
に基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記

(連結損益計算書）
前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「受取

保険金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記することと
しております。

なお、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に
含まれていた「受取保険金」は、255千円です。

　

３．連結貸借対照表に関する注記
資産に係る減価償却累計額

　 有形固定資産の減価償却累計額 2,032,794千円
　

４．連結損益計算書に関する注記
受取和解金の内容

当社の連結子会社である㈱釣りビジョンが原告となり、東京地方裁判所において
係争中であります「架空取引被害に基づく損害補填請求訴訟」の一部について、和
解が成立し、和解の相手先より㈱釣りビジョンに対し解決金が支払われました。こ
れに伴い、解決金から訴訟費用等を差し引いた残額を特別利益に計上しております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
5－1．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 79,147,323株
　

5－2．当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 1,157,427株

６. 金融商品に関する注記
6－1．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、短期的な運転資金については資金需要に応じ銀行借入に
より調達し、設備資金については主にファイナンス・リース契約を利用して
調達を行っております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために
利用し、実需に伴う取引に限定し、投機目的での取引は行わない方針であり
ます。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券は、主に業務又は資本提携等に関連する株式であり、市
場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
またその一部にはコンテンツの調達等に伴う外貨建てのものがあり、為替の
変動リスクに晒されておりますが、必要に応じて先物為替予約を利用してヘ
ッジしております。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投
資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、５年以
内であります。
デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに

対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。当社の内規である
為替リスク管理規程に基づき、実需に伴う取引に限定し、投機的な取引は行
わない方針であります。

ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジの方針、ヘッジの有
効性の評価方法等については、前述の「1－3．(5) 重要なヘッジ会計の方法」
を参照ください。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、受取手形及び売掛金（営業債権）及びその他債権について、
取引先管理規程に基づき、取引開始時における与信調査、回収状況の継
続的なモニタリング、与信限度額の定期的な見直し等を実施しておりま
す。各連結子会社においても当社に準じて同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財
務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を定期的に
見直しております。

一部の連結子会社は、外貨建の営業債務について、先物為替予約取引
によるヘッジを行っております。為替リスク管理規程に規定する手順に
より取引の実行及びモニタリングを行い、実需に伴う取引に限定し、投
機的な取引は行わない方針であります。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理

当社は、各部門及び各連結子会社からの報告に基づき、適時に資金繰
計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において
は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することがあります。
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6－2．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難
と認められるものは含まれておりません（（注）3．参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
時価 差額

計上額

（1) 現金及び預金 3,374,716 3,374,716 ―

（2) 受取手形及び売掛金 1,156,768

　 貸倒引当金 △14,521

1,142,246 1,142,246 ―

（3）長期貸付金 87,500

　 貸倒引当金 △83,000

4,500 4,500 ―

（4）破産更生債権等 545,743

　 貸倒引当金 △545,549

194 194 ―

（5）投資有価証券 5,370 5,370 ―

資産合計 4,527,028 4,527,028 ―

（1）買掛金 510,665 510,665 ―

（2）短期借入金 150,000 150,000 ―

（3）社債 (注)1 265,000 264,818 △181

（4）リース債務 (注)2 387,735 388,243 508

（5）未払金 373,325 373,325 ―

（6）未払法人税等 196,464 196,464 ―

（7）未払消費税等 85,458 85,458 ―

負債合計 1,968,649 1,968,976 326

（注）1．流動負債の「１年内償還予定の社債」と固定負債の「社債」の合計額であります。
2．流動負債の「リース債務」と固定負債の「リース債務」の合計額であります。
3．金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項

　 資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

　 （3）長期貸付金、(4) 破産更生債権等
時価の算定は、回収見込額等に基づいて貸倒引当金を算定しているため、貸倒

見積高を控除した金額をもって時価としております。
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　 （5）投資有価証券
投資信託の時価については取引所の価格、債券の時価については金融機関から

提示された価格によっております。
　 負債

(1) 買掛金、（2）短期借入金、（5）未払金、（6）未払法人税等、（7）未払消費税等
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。
　 （3）社債

償還額を、同様の社債発行を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

　 （4）リース債務
元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース取引を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。
4．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 162,939

関係会社出資金 276,514

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、非上場株式等については、「（5）投資有価証券」には含めておりません。
また、関係会社出資金については、時価開示の対象としておりません。

5．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内
1年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 3,374,716 ― ― ―

受取手形及び売掛金 1,156,768 ― ― ―

合計 4,531,484 ― ― ―

長期貸付金（87,500千円）は、返済予定額が見込めないため、記載しておりませ
ん。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 34円54銭

(2) １株当たり当期純利益 ５円27銭
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８．重要な後発事象に関する注記
当社は、当社を存続会社、当社の連結子会社６社（ルネサンス・アカデミー㈱、ブ

ロードメディア・スタジオ㈱、ブロードメディア・テクノロジーズ㈱、デジタルシネ
マ倶楽部㈱、ブロードメディアGC㈱、ハリウッドチャンネル㈱）を消滅会社として、
2020年４月１日を合併期日とする吸収合併を行いました。
(1) 本合併の目的

当社グループではこれまで、迅速な意思決定と機動力を重視し、複数の子会社にお
いて事業を行う体制のもと、各社間の連携強化や事業統合により事業を行ってまいり
ましたが、よりスピード感をもって体制強化を進めるため、100%子会社６社について
吸収合併致しました。
(2) 本合併の要旨
① 合併期日（効力発生日） 2020年４月１日
② 合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、当該連結子会社６社は解散致します。
なお、ブロードメディアGC㈱及びハリウッドチャンネル㈱は債務超過となっておりま
したので、本合併に先立ち、当社が両社に対して有する債権のうち貸付金の一部を放
棄し、債務超過状態を解消した後に本合併を行いました。
③ 合併に係る割当ての内容
本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。

④ 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表
　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1－1．資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

　 ① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② その他有価証券で時価のあるもの
事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
なお、評価差額は、全部純資産直入法によって処理し、売却原価は、

移動平均法によって算定しております。
　 ③ その他有価証券で時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
　

1－2．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。
　

1－3．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。
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1－4．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）に

おいて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への
移行に合わせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結
納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関す
る取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いによ
り、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
28号 2020年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰
延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

　

２．貸借対照表に関する注記
2－1．資産に係る減価償却累計額

　 有形固定資産の減価償却累計額 1,229,830千円
　

2－2．担保資産

売掛金 2,464千円

未収入金 5,019千円

関係会社株式 122,840千円

　 計 130,323千円

上記の担保資産は、すべてデジタルシネマ倶楽部㈱のリース料にかかる債
務に対するものであります。

　

2－3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
貸借対照表に表示されているものを除いた関係会社に対する金銭債権及び

金銭債務は以下のとおりです。

短期金銭債権 501,528千円

長期金銭債権 270千円

短期金銭債務 145,251千円
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2－4．偶発債務
債務保証

次の関係会社について、リース会社に対するリース料の支払いが滞った場
合に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

デジタルシネマ倶楽部㈱ 401 支払リース料

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

(1) 営業取引による取引高

　 売上高 298,610千円

　 仕入高 14,759千円

(2) 営業取引以外の取引高

　 営業外収益 30,306千円

　 営業外費用 8,370千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
4－1．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 79,147,323株
　

4－2．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　 普通株式 1,157,427株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

　 賞与引当金 11,341千円

　 未払費用 6,256千円

　 減価償却超過額 26,477千円

　 投資有価証券 198,729千円

貸倒引当金 25,648千円

　 繰越欠損金 1,641,006千円

　 その他 19,724千円

繰延税金資産小計 1,929,184千円

　 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,641,006千円

　 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △288,177千円

評価性引当額 △1,929,184千円

繰延税金資産合計 －千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
　 (単位：千円)

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
ブロードメディ
ア・テクノロジー
ズ㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

連結法人税個別帰
属額
資金の預託・払戻
(注)3

―

―

未収入金
関係会社
預り金

105,782

1,576,397

子会社 ㈱釣りビジョン
所有

直接51.6％
役員の兼任

資金の預託・払戻
(注)3 ―

関係会社
預り金 200,310

子会社
ブロードメディ
ア・スタジオ㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

連結法人税個別帰
属額
資金の預託・払戻
(注)3

―

―

未払金
関係会社
預り金

119,195

950,292

子会社
ブロードメディア
GC㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任
資金の預託・払戻
(注)3
債権放棄損

―
542,852

関係会社
預り金
―

261,423
―

子会社
ハリウッドチャン
ネル㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任
資金の貸付・回収
(注)3 ―

関係会社
長期貸付金 105,428

子会社
ルネサンス・アカ
デミー㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

連結法人税個別帰
属額
資金の預託・払戻
(注)3

―

―

未収入金
関係会社
預り金

132,823

1,854,591

子会社
デジタルシネマ倶
楽部㈱

所有
直接100.0％

役員の兼任

資金の預託・払戻
(注)3
デジタルシネマサ
ービスの売上
保証債務 (注)4

―

257,669
401

関係会社
預り金

売掛金
―

350,172

37,887
―

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1. 価格その他の取引条件は、双方協議の上締結した契約書または覚書等に基づいており、一

般的取引条件と同様に決定しております。
2. 上記取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
3. ブロードメディアグループ内の資金の効率化を図ることを目的としたCMS（キャッシュ・マ

ネジメント・システム）による取引であり、取引金額の記載を省略しております。
4. デジタルシネマ倶楽部㈱のリース会社に対する支払リース料の支払が滞った場合に対し債

務保証を行っております。なお、保証料の受領はありません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 5円38銭

(2) １株当たり当期純損失 10円88銭
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８．重要な後発事象に関する注記
当社は、当社を存続会社、当社の連結子会社６社（ルネサンス・アカデミー㈱、ブ

ロードメディア・スタジオ㈱、ブロードメディア・テクノロジーズ㈱、デジタルシネ
マ倶楽部㈱、ブロードメディアGC㈱、ハリウッドチャンネル㈱）を消滅会社として、
2020年４月１日を合併期日とする吸収合併を行いました。当該合併により、合併効力
発生日において、抱合せ株式消滅差益として1,738,604千円を特別利益に計上する予定
であります。
(1) 本合併の目的

当社グループではこれまで、迅速な意思決定と機動力を重視し、複数の子会社にお
いて事業を行う体制のもと、各社間の連携強化や事業統合により事業を行ってまいり
ましたが、よりスピード感をもって体制強化を進めるため、100%子会社６社について
吸収合併致しました。
(2) 本合併の要旨
① 合併期日（効力発生日） 2020年４月１日
② 合併の方法

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、当該連結子会社６社は解散致します。
なお、ブロードメディアGC㈱及びハリウッドチャンネル㈱は債務超過となっておりま
したので、本合併に先立ち、当社が両社に対して有する債権のうち貸付金の一部を放
棄し、債務超過状態を解消した後に本合併を行いました。
③ 合併に係る割当ての内容
本合併による株式その他金銭等の割当てはありません。

④ 合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
該当事項はありません。
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